


















跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 17 号　（2014 年 1 月 15 日）
日本企業の IFRS の初度適用とのれんの影響









いる IFRS 早期適用・早期適用予定会社一覧によれば、2013 年 9 月時点で、次の①～③のとおり、
IFRS 早期適用は 16 社、IFRS 早期適用予定会社は 5 社とされている。
① 期末決算に適用済み 11 社：日本電波工業、HOYA、住友商事、日本板硝子、日本たばこ産業
（JT）、ディー・エヌ・エー（DeNA）、アンリツ、SBI ホールディングス、マネックスグループ、
双日、丸紅
② 四半期決算に適用済み 5 社（上記除く）：トーセイ（2013 年 11 月期第 1 四半期より）、中外製薬（2013
年 12 月期第 1 四半期より）、楽天（2013 年 12 月期第 1 四半期より）、ネクソン（2013 年 12 月期第 1 四
半期より）、ソフトバンク（2014 年 3 月期第 1 四半期より）
③ 導入予定 5 社：旭硝子（2013 年 12 月期予定）、アステラス製薬（2014 年 3 月期予定）、武田薬品工
業（2014 年 3 月期予定）、小野薬品工業（2014 年 3 月期予定）、LIXIL グループ（2016 年 3 月期予定）
　これらの IFRS 任意適用企業（2013 年 9 月現在）について、決算短信等への任意適用開始時期、
IFRS 適用前に適用していた基準、プレスリリース等の形で任意適用を発表した日をまとめると、
図表 1 ～ 3 のとおりである。IFRS 前の適用基準は、日本基準または米国会計基準である⑶。プ
レスリリース等の任意適用発表日は、おおむね取締役会での決議が行われた日のようである。
図表 1　期末決算への IFRS 任意適用企業（2013 年 9 月現在）
会　社　名 任意適用開始時期 IFRS 前の適用基準
プレスリリース等の
任意適用発表日
日本電波工業 2010 年 3 月期
日本基準および IFRS（英語
版アニュアルレポート）
2010 年 5 月 13 日
HOYA 2011 年 3 月期 日本基準 2011 年 1 月 31 日
住友商事 2011 年 3 月期☆ 米国会計基準 2010 年 12 月 1 日
───────────────────
⑴　この要件は、2013 年 6 月に企業会計審議会から公表された「国際会計基準（IFRS）への対応のあり方
に関する当面の方針」により、緩和される方向である。具体的には、（1）と（3）が削除される予定である。
その任意適用の拡大を見据えて、準備をしているところもある。たとえば、日本取引所は、（1）上場と（3）







日本板硝子 2012 年 3 月期 日本基準 2010 年 11 月 4 日
日本たばこ産業（JT） 2012 年 3 月期 日本基準 2012 年 2 月 29 日
ディー・エヌ・エー（DeNA） 2013 年 3 月期 日本基準 2012 年 2 月 7 日
アンリツ 2013 年 3 月期 日本基準 2012 年 4 月 26 日
SBI ホールディングス 2013 年 3 月期 日本基準 2012 年 4 月 26 日
マネックスグループ 2013 年 3 月期 日本基準 2013 年 1 月 29 日
双日 2013 年 3 月期☆ 日本基準 2013 年 3 月 28 日
丸紅 2013 年 3 月期☆☆ 米国会計基準 2013 年 2 月 1 日
※ ☆は有価証券報告書より適用開始（決算短信は前の基準を適用）。☆☆は 2014 年 3 月期第 1 四半期決算短
信開示とともに 2013 年 3 月期決算短信を開示して適用開始。無印のその他の企業は決算短信から適用開始
 （東証 IFRS 早期適用・早期適用予定会社一覧および各社プレスリリース等をもとに作成）
図表 2　四半期決算から IFRS 任意適用を開始した企業（2013 年 9 月現在）
会　社　名 任意適用開始時期 IFRS 前の適用基準
プレスリリース等の
任意適用発表日
日本板硝子 2012 年 3 月期第 1 四半期 日本基準 2010 年 11 月 4 日
ディー・エヌ・エー（DeNA） 2013 年 3 月期第 1 四半期 日本基準 2012 年 2 月 7 日
アンリツ 2013 年 3 月期第 1 四半期 日本基準 2012 年 4 月 26 日
SBI ホールディングス 2013 年 3 月期第 1 四半期 日本基準 2012 年 4 月 26 日
トーセイ 2013 年 11 月期第 1 四半期 日本基準 2013 年 2 月 22 日
中外製薬 2013 年 12 月期第 1 四半期 日本基準 2012 年 12 月 14 日
楽天（JASDAQ） 2013 年 12 月期第 1 四半期 日本基準 2012 年 12 月 20 日
ネクソン 2013 年 12 月期第 1 四半期 日本基準 2013 年 4 月 22 日
ソフトバンク 2014 年 3 月期第 1 四半期 日本基準 2013 年 1 月 31 日
丸紅 2014 年 3 月期第 1 四半期 米国会計基準 2013 年 2 月 1 日
※薄い網掛けは期末決算に適用済みの企業
 （東証 IFRS 早期適用・早期適用予定会社一覧および各社プレスリリース等をもとに作成）
図表 3　IFRS 任意適用予定の企業（2013 年 9 月現在）
会　社　名 任意適用開始時期 IFRS 前（現在）の適用基準
プレスリリース等の
任意適用発表日
旭硝子 2013 年 12 月期 日本基準 2013 年 2 月 7 日
アステラス製薬 2014 年 3 月期 日本基準 2013 年 2 月 28 日
武田薬品工業 2014 年 3 月期 日本基準 2013 年 5 月 9 日
小野薬品工業 2014 年 3 月期 日本基準 2013 年 5 月 13 日
LIXIL グループ 2016 年 3 月期 日本基準 2013 年 9 月 17 日







　①のプレスリリース等の形式ではない企業による発行物において、CFO 等による IFRS 適用
への言及がある場合もある。たとえば、三井物産については、アニュアルレポート 2012 に CFO
のインタビューがあり、そこで 2014 年 3 月期の導入が言及されている。電通は、平成 25（2013）
年 3 月期決算短信において、平成 27（2015）年 3 月期を目標として IFRS の任意適用を検討して
いることを明示している⑷。
　②の新聞・雑誌の企業関係者のインタビュー記事等において、CFO 等による IFRS 適用への




2014 年 3 月期に（2012 年 6 月 19 日付朝刊）、ホンダや八千代工業などが 2015 年 3 月期に（2012 年
8 月 17 日付朝刊）、セイコーエプソンが 2015 年 3 月期に（2012 年 8 月 31 日付朝刊）、リコーが 2015
年 3 月期に（2012 年 10 月 16 日付朝刊）、それぞれ早期適用する見込みとされている。また、日刊
工業新聞 2012 年 7 月 17 日付によれば、三菱商事、三井物産、丸紅の大手商社 3 社が 2014 年 3
月期から、伊藤忠商事が同時期か 15 年 3 月期から、豊田通商が 15 年 3 月期から、それぞれ導入
の見込みで、移行準備を進めている双日と、IFRS 採用済みの住友商事を含め、大手 7 社すべて
が IFRS 導入する見込みであるとされている。東洋経済会社四季報ワイド版においても、予定中
の企業等が取り上げられている。
　これらの IFRS 任意適用予定といわれている企業をまとめると、図表 4 のとおりである。
図表 4　IFRS 任意適用予定といわれている企業（上記以外）
会　社　名 任意適用開始時期（予定） IFRS 前の適用基準
バッファロー 2014 年 3 月期 日本基準
第一三共 2014 年 3 月期 日本基準
三井物産 2014 年 3 月期 米国基準
三菱商事 2014 年 3 月期 米国基準






日本オフィス・システム 2015 年 3 月期 日本基準
エフ・シー・シー 2015 年 3 月期 日本基準
トヨタ紡織 2017 年 3 月期 日本基準
大日本住友製薬 2017 年 3 月期 日本基準
JX ホールディングス 2017 年 3 月期 日本基準
キトー 2017 年 3 月期 日本基準
ピジョン 2018 年 3 月期 日本基準
カイノス 2018 年 3 月期 日本基準
※あくまで予定と報道等がなされているものであり、確定したものではない。
 （会社四季報（ワイド版）2013 年 2 集などをもとに作成）
　東証の IFRS に関する参考情報によれば、いくつかの企業から、IR 情報での自発的な IFRS 財
務諸表が開示されている。たとえば、三井住友フィナンシャルグループは、2010年 10月 21日に、
NYSE への上場準備資料として提出した米国証券取引委員会宛登録届出書（Form 20-F）において
作成した IFRS 適用財務諸表を自主開示している。ピー・シー・エー（PCA）は、2011 年 3 月期
から IFRS 自主適用連結財務諸表（監査なし）を自主開示している。ディーバは、2010 年 6 月期
から IFRS 自主適用連結財務諸表を自主開示している。上記のいずれの企業も、現時点では、決
算短信や有価証券報告書について任意適用の予定はないようである。
　2013 年 6 月に自由民主党政務調査会金融調査会企業会計に関する小委員会から公表された「国
際会計基準への対応についての提言」においては、2016 年末までに 300 社を程度の企業が IFRS
を適用する状態になるような中期目標を立てること等が提言されている⑸。また、2013 年 6 月に
日本経済団体連合会（経団連）より公表された「今後のわが国の企業会計制度に関する基本的考
え方～国際会計基準の現状とわが国の対応～」によれば、経団連事務局（2013 年 2 月末）推定で
は約 60 社（時価総額約 75 兆円）の企業が任意適用を公表または検討中とのことである（経団連 
2013, 13）⑹。これらは、「紋切型を打ち破る（Breaking the boilerplate）」と題した IASB 議長の Hans 





「IFRS の顕著な適用」を実現するために、この要件の審査が行われる 2016 年末までに、国際的に事業展
開をする企業など、300 社程度の企業が IFRS を適用する状態になるよう明確な中期目標を立て、その実
現に向けてあらゆる対策の検討とともに、積極的に環境を整備すべきである。」（自由民主党政務調査会金
融調査会企業会計に関する小委員会 2013, 6）




であろうか。現在、任意適用企業のほとんどが開示している IFRS の初度適用の注記の IFRS と





　本稿の構成は、次のとおりである。第 2 節では、日本企業の IFRS 初度適用の検討にあたって、
IFRS の初度適用を定めた IFRS 第 1 号の規定を説明する。第 3 節では、期末決算において日本




　IFRS の初度適用は、IFRS 第 1 号「国際財務報告基準の初度適用」に詳しく定められている。
企業は、移行日時点の開始財政状態計算書を作成しなければならないとされている（IFRS 第 1 号，
6 項）。財政状態、財務業績およびキャッシュ・フローに関する移行の影響を注記しなければなら
ないとされている（IFRS 第 1 号，23 項）。









対して、2016 年までに約 300 社の企業が IFRS を使用することになるようなロードマップ（行程表）を
開発するよう要請しました。（The Japanese Keidanren expects that in the near future about 60 big Jap-
anese companies will be using IFRS, representing about 20% of the total market capitalisation of the 
Tokyo Stock Exchange. Furthermore, the governing LDP party has asked the Japanese FSA to develop 








注 従前の会計原則 IFRS 移行の影響 IFRS
CU CU CU
1 有形固定資産 8,229 100 8,399
2 のれん 1,220 150 1,370
2 無形資産 208 （150） 58
3 金融資産 3,471 420 3,891
非流動資産合計 13,198 520 13,718
売掛金及びその他の債権 3,710 0 3,710
4 棚卸資産 2,962 400 3,362
5 その他の債権 333 431 764
現金及び現金同等物 748 0 748
流動資産合計 7,753 831 8,584
資産合計 20,951 1,351 22,302
有利子借入金 9,396 0 9,396
買掛金及びその他の債務 4,126 0 4,124
6 従業員給付 0 66 66
7 リストラクチャリング引当金 250 （250） 0
当期税金負債 42 0 42
8 繰延税金負債 579 460 1,039
負債合計 14,391 276 14,667
資産合計マイナス負債合計 6,560 1,075 7,635
発行済資本金 1,500 0 1,500
5 ヘッジ剰余金 0 302 302
9 利益剰余金 5,060 773 5,833









価値で CU3,891 となる。従前の会計原則に従った帳簿価額は CU3,471 であった。その結果としての利益
CU294（CU420 からこれに関連する繰延税金 CU126 を差し引いたもの）は、利益剰余金に含めている。
4　 棚卸資産には IFRS に準拠した固定及び変動製造間接費 CU400 を含むが、この間接費は従前の会計原則
では除外されていた。
5　 先物外国為替契約に係る未実現利益 CU431 を IFRS に準拠して認識しているが、これは従前の会計原則
では認識していなかった。その結果としての利益 CU302（CU431 からこれに関連する繰延税金 CU129 を
差し引いたもの）は、この契約が将来の売上をヘッジするものなのでヘッジ剰余金に含まれている。
6　 IFRS に基づいて年金債務 CU66 を認識しているが、これは従前の会計原則では認識されず、現金主義を
用いて処理されていた。


















 （引用：IFRS 第 1 号，IG63 項）
図表 6　包括利益合計の調整表とその注記
20X4 年度の包括利益合計の調整表
注 従前の会計原則 IFRS 移行の影響 IFRS
CU CU CU
収益 20,910 0 20,910
1, 2, 3 売上原価 （15,283） （97） （15,380）
売上総利益 5,627 （97） 5,530
6 その他の収益 0 180 180
日本企業の IFRS の初度適用とのれんの影響
─　　─139
1 販売費用 （1,907） （30） （1,937）
1, 4 一般管理費 （2,842） （300） （3,142）
財務収益 1,446 0 1,446
財務費用 （1,902） 0 （1,902）
税引前利益（損失） 422 （247） 175
5 税金費用 （158） 74 （84）
当期利益（損失） 264 （173） 91
7 キャッシュ・フロー・ヘッジ 0 （40） （40）
8 その他の包括利益に係る税金 0 （29） （29）
その他の包括利益 0 （69） （69）
包括利益合計 264 （242） 22
20X4 年度の包括利益合計の調整表に対する注記
1　 年金負債は IFRS に準拠して認識しているが、従前の会計原則では認識されていなかった。20X4 年度中
に年金負債は CU130 増加し、これが売上原価（CU50）、販売費（CU30）及び一般管理費（CU50）の増
加の原因となった。




4　 従前の会計原則に従って 20X4 年 1 月 1 日にリストラクチャリング引当金 CU250 を認識していたが、こ
れは 20X4 年 12 月 31 日の年度末まで IFRS の認識要件を満たさなかった。このため IFRS に準拠した
20X4 年度の一般管理費が増えている。
5　 上記 1 から 4 の修正は、繰延税金費用の CU128 の減少につながっている。
6　 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、20X4 年度中に価値が CU180 増加した。それらは従前
の会計原則に従って取得原価で計上されていた。公正価値の変動は「その他の収益」に含められている。
7　 予定取引の有効なヘッジである為替予約の公正価値は、20X4 年度中に CU40 減少した。
8　 上記 6 及び 7 の修正により、繰延税金費用が CU29 増加した。
 （引用：IFRS 第 1 号，IG63 項）
2. 2　他の IFRSの適用に関する免除規定等
　IFRS 開始財政状態計算書において、また最初の IFRS 財務諸表で表示される全期間を通じて、
同一の会計方針を用いなければならず、それらの会計方針は、13 項から 19 項および付録 B から
付録 E で定める場合を除き、最初の IFRS 報告期間の期末日現在で有効な各基準に準拠しなけれ
ばならないとされている（IFRS 第 1 号，7 項）。この例外の場合について、一部の局面の遡及適用
の禁止（14 項から 17 項および付録 B）と、他の IFRS の一部の要求事項についての免除（18 項およ






れている（IFRS 第 1 号，14 項）。付録 B において、金融資産及び金融負債の認識の中止、ヘッジ
会計、非支配持分、金融資産の分類及び測定、組み込みデリバティブの遡及適用が禁止されてい
る。
　他の IFRS からの免除規定について、付録 C から付録 E に含まれている免除のうち 1 つ以上
を使用することを選択することができるとされている（IFRS 第 1 号，18 項）。付録 C から付録 E
では、企業結合、株式報酬、換算差額累計額等の免除規定が定められている。
　付録 C では、企業結合に関する免除が定められている。IFRS 移行日前に生じた企業結合につ
いて、IFRS 第 3 号を遡及適用しないことを選択できるとされている（IFRS 第 1 号，C1 項）。一方
で、初度適用企業が IFRS 第 3 号に準拠するために企業結合を修正再表示する場合には、その後
の企業結合はすべて修正再表示しなければならず、また、IFRS 第 10 号も同日から適用しなけ
ればならないとされている（IFRS 第 1 号，C1 項）。








　付録 E では、金融商品や従業員給付に関する他の IFRS の短期的な免除が規定されている。
3　期末決算に IFRS適用済み 8社の初度適用の概要
　2013 年 9 月時点で、期末決算に適用済み 11 社のうち 8 社について、IFRS 適用の動機も見据
えながら、決算短信または有価証券報告書における IFRS の初度適用を中心に見ていく。このう
ち、日本電波工業、住友商事、および丸紅の3社については、次の理由から検討の対象としない。
　日本電波工業は、2010 年 3 月期決算短信から IFRS を適用しているが、初度適用については、
IFRS 移行日が 2000 年 4 月 1 日であることから、IFRS 第 1 号で示されている要件に該当しない




　住友商事は、2011 年 3 月期の有価証券報告書、および 2012 年 3 月期第 1 四半期決算短信より、
米国会計基準から IFRS に移行した。2011 年 3 月期決算短信においても、IFRS 適用財務諸表が
IR 情報として自主開示されていた。もとの適用基準は、企業結合会計基準が IFRS と同様であ
る米国基準であり、日本基準と IFRS の比較による分析には適さないため、本稿の対象とはしな
い。




　HOYA は、2011 年 3 月期決算短信および有価証券報告書から、日本基準に代えて IFRS を適
用した連結財務諸表等を公表している。2011 年 3 月期決算短信の 22－35 ページにおいては、参
考資料として連結財政状態計算書と連結包括利益計算書に関する IFRS と日本基準との差異が詳
しく示されているが、初度適用の注記はない。それ以前に、2010 年 3 月期に IR 情報として日本
基準と並行して IFRS に基づく連結財務諸表や初度適用の注記等が開示されている、「国際財務
報告基準（IFRS）に基づく連結財務諸表及び独立監査人の監査報告書（翻訳）」を参照する。
　2010 年 3 月公表の「国際財務報告基準（IFRS）に基づく連結財務諸表及び独立監査人の監査
報告書（翻訳）」の 90－111 ページにおいて、初度適用の注記が詳しく示されている。その原本は、
英語版である。IFRS 第 1 号で求められている、移行日の 2008 年 4 月 1 日現在の資本に対する
調整表、および日本基準の連結財務諸表の最終日である 2010 年 3 月 31 日現在の資本に対する調
整表ならびに 2010 年 3 月期の純損益に対する調整表のほか、2009 年 3 月 31 日現在の資本に対
する調整表および 2009 年 3 月期の純損益に対する調整表が開示されている。そのうちの利益剰
余金の調整は、次の図表 7 のとおりである。
図表 7　HOYA の IFRS 初度適用における利益剰余金の調整
 （単位：百万円）
IFRS 移行日






固定資産関連 （3,717） 999 2,463
資産除去債務引当金 （1,176） （1,197） （848）
のれん非償却 ─ 3,869 3,870
のれん減損 ─ （687） ─
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修正後発事象 ─ ─ （1,997）
税効果 5,775 4,477 6,247
棚卸資産関連 176 （135） （247）
ストック・オプション （339） （500） （618）
累積換算差額 3,850 4,857 6,298
特別修繕引当金 1,017 999 918
未払有給休暇 （1,417） （1,445） （1,314）
カスタマー・ロイヤルティ・プログラム （1,245） （1,262） （1,068）
その他 175 115 （275）
合　　計 3,069 10,090 13,429






百万円の増加、2010 年 3 月 31 日は 2,416 百万円の増加と、それぞれ固定資産関連のなかで大き
な割合を占めている。プラスマイナスどちらか一方ではなく、区々の影響があることがわかる。
ただし、詳しい理由等は、開示からでは読み取れないように思われる。純損益の影響について、






の分だけ利益剰余金の減少をもたらしている（2008 年 4 月 1 日時点では 1,497 百万円、2009 年 3 月 31
日時点では 1,522 百万円、2010 年 3 月 31 日時点では 1,278 百万円）。日本基準における資産除去債務の
基準である企業会計基準第 18 号「資産除去債務に関する会計基準」の適用時期が、原則 2010 年
4 月 1 日以後開始する事業年度から（早期適用可）となっているため（第 17 項）、それより以前の
期間においてはこのような差異が生じるものと思われる。
　のれん非償却について、IFRS ではのれんは非償却とされているため、日本基準で行ったのれ
ん償却費は、戻し入れられる。2009 年 3 月 31 日時点ではのれん償却費 2,555 百万円の戻入れ、




影響がある。これらに伴い持分法投資が、2009 年 3 月 31 日時点で 1,314 百万円増加、2010 年 3

















の（2008 年 4 月 1 日時点では 1,526 百万円、2009 年 3 月 31 日時点では 1,257 百万円、2010 年 3 月 31 日時点
では 1,423 百万円増加）と繰延税金資産の回収可能性の再検討によるもの（2008 年 4 月 1 日時点では
4,069 百万円、2009 年 3 月 31 日時点では 2,919 百万円、2010 年 3 月時点では 4,032 百万円増加）がある。
さらに、2010 年 3 月期には、修正後発事象として繰延税金資産 599 百万円計上されている。純




　棚卸資産関連について、棚卸資産の増減には、収益認識時期の相違によるもの（2008 年 4 月 1
日時点では 199 百万円の増加、2009 年 3 月 31 日時点では 358 百万円の増加、2010 年 3 月 31 日時点では 362
百万円の増加）、減価償却方法等の相違によるもの（2008 年 4 月 1 日時点では 100 百万円の増加、2009
年 3 月 31 日時点では 493 百万円の減少、2010 年 3 月 31 日時点では 609 百万円の減少）。さらに、2008 年
4月 1日時点では収益性の低下した棚卸資産の評価損に伴う棚卸資産が123百万円減少している。




している（2008 年 4 月 1 日時点では 339 百万円、2009 年 3 月 31 日時点では 500 百万円、2010 年 3 月 31 日
時点では 618 百万円）。IFRS 初度適用の免除規定においては、IFRS 第 2 号の適用対象として、
2002 年 11 月 7 日後に付与した資本性金融商品のうち、2005 年 1 月 1 日に権利が確定するもの、
または移行日以降に権利が確定するもののいずれかを選択できる（IFRS 第 1 号，D2 項）。いずれ
か遅いほうの日という奨励された方法が用いられている。
　累積換算差額について、IFRS移行日2008年 4月 1日における海外子会社の累積換算差額3,850
百万円はゼロとみなしている。2009 年 3 月 31 日時点では、この 3,850 百万円に加えて、海外子
会社の一部の売却・清算に伴う累積換算差額の調整、及びのれん・在外支店の財務諸表項目の換










認識が中止され、その分だけ利益剰余金が増加している（2008 年 4 月 1 日時点では 1,017 百万円、
2009 年 3 月 31 日時点では 999 百万円、2010 年 3 月 31 日時点では 918 百万円）。
　未払有給休暇について、日本基準において認識されていないものが認識されている（2008 年 4




が（2008 年 4 月 1 日時点では 708 百万円、2009 年 3 月 31 日時点では 749 百万円、2010 年 3 月 31 日時点で
は662百万円）、IFRSではその他の流動負債（前受金）に計上されている（2008年4月1日時点では1,953
百万円、2009 年 3 月 31 日時点では 2,011 百万円、2010 年 3 月 31 日時点では 1,730 百万円）。注記からは必
ずしも明確ではないが、その差額が利益剰余金にマイナスの影響を及ぼしていると思われる。純
損益の影響については、2009 年 3 月期に、IFRS においてはカスタマー・ロイヤルティ・プログ
ラムについて、個別に認識可能な構成要素として認識するため、売上収益が 59 百万円減少し、






　日本板硝子は、2012 年 3 月期決算短信および有価証券報告書から、日本基準から IFRS に移
行した。2010 年 11 月 4 日の「国際会計基準（IFRS）の早期適用について」と題したプレスリリー
スにおいて、国際的な事業展開と株主構成に適したものとして IFRS を適用したと述べられてい





は、次の図表 8 ～ 11 のとおりである。
図表 8　日本板硝子の IFRS 初度適用における親会社の所有者に帰属する持分の調整
 （単位：百万円）
IFRS 移行日
（2010 年 4 月 1 日）
前連結会計年度末
（2011 年 3 月 31 日）
退職給付債務 △ 25,036 △ 22,302
金融負債 △ 30,669 △ 575




















売却可能金融資産の公正価値 △ 3,893 △ 3,894
債権の流動化 1,048 629
投資不動産 756 10
その他 △ 298 △ 160
図表 9　日本板硝子の IFRS 初度適用における営業利益の調整
 （単位：百万円）
前連結会計年度
（自 2010 年 4 月 1 日　









図表 10　日本板硝子の IFRS 初度適用における親会社の所有者に帰属する利益の調整
 （単位：百万円）
前連結会計年度
（自 2010 年 4 月 1 日　















図表 11　日本板硝子の IFRS 初度適用における親会社の所有者に帰属する包括利益の調整
 （単位：百万円）
前連結会計年度
（自 2010 年 4 月 1 日　







IFRS による親会社の所有者に帰属する包括利益 △ 10,474
　退職給付債務について、未認識数理差異による過不足額は、日本基準においては発生翌年度か
ら 5 年間にわたって償却されるが、IFRS においては即時に全額認識されるため、差異が生じて
いるとされている。
　金融負債について、注記では、優先株式、転換社債型新株予約権付社債、継続的な関与がある
約束手形の 3 つに分けて示されている。第 1 に、優先株式は、将来、現金を優先株式の保有者に
引き渡す義務を負っているため金融負債である。2010 年 4 月 1 日時点では 30,000 百万円の残高
であったが、2010 年 3 月 31 日時点の優先株式の残高は、2011 年 3 月期にすべて買入消却された
ため、ゼロとなった。そのため、2011 年 3 月 31 日時点での日本基準と IFRS との当該優先株式
に関する金融負債の差異はない。第 2 に、開始貸借対照表日時点で 23,000 百万円の 2011 年 5 月
13 日満期転換社債型新株予約権付社債の残高がある。当該社債を発行した 2004 年における株式
に転換する権利相当部分の割引価値を算定し、この割引価値は遡及して社債額面金額より控除し
て計上。この控除額は、社債の償還期日に向けて支払利息として費用化され、社債金額に加算。
IFRS 移行日における当該社債の割引による控除額は 379 百万円であり、2011 年 3 月 31 日時点
の当該控除額は 54 百万円。第 3 に、開始貸借対照表では継続的な関与がある約束手形 1,048 百
万円を資産と負債の両建てで計上している。当該調整額は IFRS 移行日 2010 年 4 月 1 日時点で

























ている。償却の戻しがあると思われる。連結子会社化は 2008 年 6 月であるにもかかわらず、当















分したため、その分だけマイナスの影響が出ている（2010 年 4 月 1 日時点でマイナス 3,893 百万円、
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が存在することから、IFRS では売上債権として計上され、その分資本が増加している（2010 年 4
月 1 日時点で 1,048 百万円、2011 年 3 月 31 日時点で 629 百万円）。
　投資不動産について、賃料収入のある投資不動産は、取得原価ではなく公正価値で評価し、




　日本たばこ産業（JT）は、2012 年 3 月期決算短信および有価証券報告書から、日本基準から




　初度適用の注記は、平成 24（2012）年 3 月期決算短信 40－50 ページに詳しく示されている。
また、決算説明会における「（参考資料）国際会計基準（IFRS）の 2012 年 3 月期からの任意適用
について」にも詳しく示されている。
　移行日 2010 年 4 月 1 日時点、および直近の日本基準の連結財務諸表作成日の 2011 年 3 月 31
日時点の利益剰余金の調整は、次の図表 12 のとおりである。
図表 12　JT の IFRS 初度適用における利益剰余金の調整

















を満たさないため、利益剰余金が減少しているとされている（2010 年 4 月 1 日時点でマイナス 4,151










　のれんの償却に対する調整について、2011 年 3 月 31 日時点での利益剰余金の増加 91,097 百万
円は、のれんの償却の停止による影響を表している。費用にしないために、利益が増えているこ




に計上されていた数理計算上の差異の振替等によって、利益剰余金に合計 2010 年 4 月 1 日時点
でマイナス 30,722 百万円、2011 年 3 月 31 日時点でマイナス 25,310 百万円の影響がある。いず
れも、一概にプラスマイナスどちらの方向に影響があるかはいえない。
　未消化の有給休暇に対する調整について、日本基準で求められていなかった未消化の有給休暇
を IFRS で負債計上した結果、利益剰余金が減少している（2010 年 4 月 1 日時点で 15,710 百万円、
2011 年 3 月 31 日時点で 14,838 百万円）。
　その他の資本の構成要素に対する調整については、IFRS 第 1 号の他の IFRS からの免除規定
（D13 項）にある、在外子会社に係る累積換算差額の残高をゼロとして、それらをすべて移行日
（2010 年 4 月 1 日）時点に利益剰余金に振り替えた影響を表している（2010 年 4 月 1 日時点でマイナ
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ス 435,431 百万円、2011 年 3 月 31 日時点でマイナス 469,668 百万円）。
　これらのうち、有形固定資産及び無形資産等に対する調整 55,479 百万円、のれんの償却に対
する調整 91,097 百万円は、同年度の日本基準の営業利益が 328,681 百万円で、IFRS への調整後
の営業利益が 401,321 百万円となっており、いずれも小さくない影響があることがわかる。資産
合計 3,655,201 百万円のうち、有形固定資産は 639,324 百万円、のれんは 1,176,114 百万円と大き
な金額を占めており、今後も小さくない影響があると思われる。
3. 4　ディー・エヌ・エー（DeNA）
　ディー・エヌ・エー（DeNA）は、2013 年 3 月期第 1 四半期決算短信から、日本基準から IFRS
に移行した。「2011 年度第 3 四半期業績のご報告」と題された決算発表会資料において、2012 年
4 月 1 日より任意適用することが表明された。
　初度適用の注記は、2013 年 3 月期第 1 四半期決算短信 31－47 ページや 2013 年 3 月期決算短
信 41－55 ページに詳しく示されている。
　資本の調整表は、移行日の 2011 年 4 月 1 日と直近の日本基準による財務諸表作成日の 2012 年
3 月 31 日の 2 年分開示されている。両日の IFRS 初度適用における利益剰余金の調整は、次の
図表 13 のとおりである。
図表 13　DeNA の IFRS 初度適用における利益剰余金の調整
 （単位：百万円）
IFRS 移行日
（2011 年 4 月 1 日）
前連結会計年度
（2012 年 3 月 31 日）
報告期間統一による調整 △ 431 △ 2,413




合　計 2,922 △ 381
　報告期間統一による調整について、連結子会社の報告期間の期末日を 3 月 31 日に統一した影
響で、利益剰余金が変動したとされている（2011 年 4 月 1 日時点でマイナス 431 百万円、2012 年 3 月
31 日時点でマイナス 2,413 百万円）。
　企業結合の調整について、従業員等に対する企業結合後の継続勤務を条件とした対価部分を企
業結合とは別個に株式報酬取引として会計処理したこと等、および条件付対価に関する債務の認
識によって、利益剰余金が変動したとされている（2011 年 4 月 1 日時点で 2,500 百万円、2012 年 3 月
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31 日時点でマイナス 1,128 百万円）。前者について、移行日 2011 年 4 月 1 日時点で自己株式が 2,252
百万円増加、その他の資本の構成要素（新株予約権）が 1,020 百万円減少している。後者について、
2011 年 4 月 1 日時点で買掛金及びその他の短期債務が 624 百万円増加したとされている。それ
ぞれ、利益剰余金に逆の影響があると思われる。2012 年 3 月 31 日時点の影響については、詳し
く記述されていない。
　のれんの非償却による影響について、のれんは、移行日以降償却されないため、利益剰余金が
増加している（2012 年 3 月 31 日時点で 2,573 百万円）。のれんの非償却による影響 2,573 百万円は、
同年度の日本基準の税金等調整前当期純利益 64,165 百万円、IFRS への調整後の税引前当期利益
60,349 百万円と比較して、相対的に大きな金額であるといえよう。IFRS 調整後の前会計年度で




2012 年 3 月 31 日時点で 401 百万円）。
　その他については、特に開示されていない。
3. 5　アンリツ






　初度適用の注記は、2013 年 3 月期第 1 四半期決算短信 21－37 ページや 2013 年 3 月期決算短
信 34 － 45 ページに詳しく示されている。移行日 2011 年 4 月 1 日時点と、直近の日本基準の連
結財務諸表作成日の 2012 年 3 月 31 日時点の利益剰余金の調整は、次の図表 14 のとおりである。
図表 14　アンリツの IFRS 初度適用における利益剰余金の調整
 （単位：百万円）
2011 年 4 月 1 日 2012 年 3 月 31 日
発生原価の変動に伴う棚卸資産の変動額 △ 141 △ 93
繰延税金資産の回収可能性検討の影響等 2,894 ─







IFRS 移行日前の投資有価証券（FVTOCI）減損処理の戻入 1,422 1,390
有給休暇費用（流動負債及び非流動負債）の認識 △ 513 △ 642
確定給付制度における数理計算上の差異の即時認識及び計算
方法の変更
△ 9,667 △ 9,304
その他 △ 58 △ 110
合　計 △ 4,721 △ 7,609
　発生原価の変動に伴う棚卸資産の変動額について、売上収益の認識時点が、主として出荷基準
から物品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値が顧客に移転した時点に変更されたため、棚卸
資産が増加しているが（2011 年 4 月 1 日時点で 95 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 83 百万円）、確定給
付制度にかかる従業員給付の認識・測定の差異調整に伴う発生原価の減少などによって、棚卸資
産が減少している（2011 年 4 月 1 日時点で 199 百万円、126 百万円）。純額の利益剰余金の影響は、マ
イナスとなっている（2011 年 4 月 1 日時点で 141 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 93 百万円）。
　繰延税金資産の回収可能性検討の影響等について、2011 年 4 月 1 日時点で 2,894 百万円の影響
があるとされる。2012 年 3 月 31 日時点での影響額は開示されていない。従業員給付など財政状
態計算書上の他の項目の調整に伴う一時差異が発生したこと及び繰延税金資産の回収可能性に関
して将来減算一時差異を利用できる課税所得が生じる可能性を IFRS に基づき検討した結果、繰
延税金資産が増加している（2011 年 4 月 1 日時点で 6,702 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 3,269 百万円）。
未実現損益の消去に伴う税効果について、日本基準では売却会社の実効税率を用いて計算してい
るが、IFRS では購入会社の実効税率を用いて計算していることなどから、繰延税金資産が減少
している（2011 年 4 月 1 日時点で 117 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 289 百万円）。開示からでははっ
きりしない部分があるように思われる。




て、2011 年 4 月 1 日時点で 480 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 615 百万円、利益剰余金がそれ
ぞれ増加している。その影響は、以下の 3 つなどからなる。第 1 に、減価償却方法及び耐用年数
の見直しによって、有形固定資産が 2011 年 4 月 1 日時点で 1,091 百万円、2012 年 3 月 31 日時点




イナンス・リースを、IFRS で資産計上していることから有形固定資産が 2011 年 4 月 1 日時点
で 111 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 82 百万円増加している。第 3 に、一部の投資不動産に
ついては IFRS 移行日 2011 年 4 月 1 日時点の公正価値 442 百万円をみなし原価とし、投資不動




ている（2011 年 4 月 1 日時点で 1,053 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 875 百万円）。
　IFRS 移行日前の投資有価証券（FVTOCI）減損処理の戻入について、日本基準で減損が行われ
た投資有価証券の減損損失の戻し入れにより、利益剰余金が、2011 年 4 月 1 日時点で 1,422 百万
円、2012 年 3 月 31 日時点で 1,390 百万円増加している。
　有給休暇費用（流動負債及び非流動負債）の認識について、負債の増加に伴い、利益剰余金は、
2011 年 4 月 1 日時点で 513 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 642 百万円減少している。開示によ
れば、流動負債の従業員給付は、有給休暇にかかる債務及び一定の勤務年数を条件として付与さ
れる特別休暇や報奨金の見積額を計上していることから、2011 年 4 月 1 日時点で 140 百万円、
2012 年 3 月 31 日時点で 165 百万円増加している。非流動負債の従業員給付は、一定の勤務年数
を条件として付与される特別休暇や報奨金の見積額を計上していることから、2011 年 4 月 1 日




算の小規模企業の簡便的な方法から原則への変更によって、利益剰余金が、2011 年 4 月 1 日時
点で 9,667 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 9,304 百万円減少している。これに関連して、従業
員給付は、2011 年 4 月 1 日時点で 6,414 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 5,519 百万円増加して
いる。また、日本基準において長期前払費用に含めて表示している退職給付にかかる前払年金費










　また、在外営業活動体の為替換算差額の累積額を IFRS 移行日現在でゼロとみなす IFRS 第 1
号の免除規定が適用されており、利益剰余金を 2011 年 4 月 1 日時点および 2012 年 3 月 31 日時
点で 7,207 百万円減少させている。
　時価のない有価証券（非上場株式）は、日本基準では移動平均による原価法によって計上され
減損が行われていたが、IFRS では公正価値を見積もり、取得価額との差額 754 百万円が、その
他の金融資産の増加とともに、その他の資本の構成要素として遡及的に認識されている。
3. 6　SBI ホールディングス
　SBI ホールディングスは、2013 年 3 月期第 1 四半期決算短信から、日本基準から IFRS に移行
した。2012 年 4 月 26 日のプレスリリースによれば、任意適用の背景等が次のように述べられて
いる。「当社グループは、2005 年以降中国をはじめとするアジア新興国を中心に、現地有力パー
トナーと連携して、投資事業のほか銀行業・証券業などの金融サービス事業の海外展開を積極的
に進めております。また 2011 年 4 月には、日本における上場企業として初めて香港証券取引所
メインボード市場に HDR（香港預託証券）を上場するなど、グローバル企業への転換を着実に進




　初度適用の注記は、2013 年 3 月期第 1 四半期決算短信 30－38 ページ、2013 年 3 月期決算短信
26－34 ページ、2013 年 3 月期有価証券報告書 142－150 ページに詳しく示されている。初度適用
において、企業結合について移行日以前の時点から遡及適用しているのが、他の企業と異なると
ころである。移行日 2011 年 4 月 1 日時点と、直近の日本基準の連結財務諸表作成日の 2012 年 3
月 31 日時点の資本の調整は、次の図表 15 のとおりである。
図表 15　SBI ホールディングスの IFRS 初度適用における資本の調整
移行日
















IFRS による当企業グループの資本 347,888 351,905
　企業結合について、2011 年 4 月 1 日時点で 77,493 百万円の資本の減少（81,214 百万円の資本剰







いなかったものは認識しており、移行日 2011 年 4 月 1 日時点で無形資産 1,426 百万円増加し、
のれんが 1,379 百万円減少している。
　②について、2008 年 3 月 31 日以降に発生した企業結合に IFRS 第 3 号を遡及適用することが
選択されており、日本基準で支配獲得後の持分の追加により認識されていたのれんが、移行日
2011 年 4 月 1 日時点で 87,156 百万円（このうち 83,852 百万円は 2008 年 8 月の SBI 証券の完全子会社化




れ資本剰余金を直接増減させる（2011 年 4 月 1 日時点で 5,942 百万円増加、2012 年 3 月 31 日時点で
10,564 百万円増加）。なお、売却益とのれんの減少は資本剰余金の増加を、売却損は資本剰余金の
減少をもたらすと思われる。
　④について、のれんおよびその他の資産の回収可能価額の見直しを行った結果、2011 年 4 月 1
日時点で 5,635 百万円（金融サービス事業 1,906 百万円、バイオ関連事業 1,182 百万円、その他の事業 2,547










とによって、2011 年 4 月 1 日時点で 5,697 百万円の資本の減少（4,698 百万円の利益剰余金の減少を
含む）、2012 年 3 月 31 日時点で 6,263 百万円の資本の減少（5,174 百万円の利益剰余金の減少を含む）
が生じている。なぜ減少なのかは、明確に開示されているわけではない。
　有形固定資産について、定率法から定額法への減価償却方法の変更等によって、資本の増加
714 百万円（利益剰余金の増加 672 百万円）、資本の増加 708 百万円（利益剰余金の増加 665 百万円）が
生じている。
　投資不動産について、IFRS 第 1 号の免除規定を採用し、一部の投資不動産について、移行日
の公正価値を当該日における IFRS 上のみなし原価とすることを選択している。みなし原価を適
用した投資不動産の従前の帳簿価額は 17,420 百万円であり、公正価値は 15,687 百万円とされて
いる。その結果、2011 年 4 月 1 日時点で資本が 1,291 百万円（利益剰余金の減少 1,257 百万円）減少
している。2012 年 3 月 31 日時点で、減損損失の認識による利益剰余金の 1,470 百万円減少も含
めて、資本の減少 2,785 万円が生じている。
　金融商品について、2011 年 4 月 1 日時点で 14,488 百万円の資本の減少（14,919 百万円の利益剰
余金の減少、5,351 百万円のその他の資本の構成要素の増加、4,736 百万円の非支配持分の減少を含む）、








2011 年 4 月 1 日時点で 3,082 百万円増加し、2012 年 3 月 31 日時点で 4,097 百万円増加している。
　保険契約について、繰延資産と異常危険準備金等によって、2011 年 4 月 1 時点で 6,978 百万円
の資本の減少（4,573 百万円の利益剰余金の減少、2,405 百万円の非支配持分の減少）、2012 年 3 月 31 日










年 4 月 1 日時点で 6,004 百万円減少、2012 年 3 月 31 日時点で 12,152 百万円減少している。
　その他については、特に開示されていない。
　このほか、IFRS 第 1 号の免除規定を採用し、すべての在外営業活動体に係る累積換算差額を
移行日時点でゼロとみなすことによって、その他の資本の構成要素を2011年4月1日時点で3,013




形資産が約半分になっている（2013 年第 1 四半期決算短信 30 ページ、35 ページ参照）。
　その理由は、2011 年 4 月の移行日において、IFRS3 号を 2008 年 3 月 31 日以降の企業結合に
対して遡及適用していて、IFRS では、支配獲得後の追加取得時には、のれんを認識しないため、
日本基準で認識していたそのようなのれんは生じなかったものとして、のれんの減少と資本剰余




　マネックスグループは、2013 年 3 月期決算短信から、日本基準から IFRS に移行した。2013
年 1 月 29 日の「平成 25 年 3 月期第 3 四半期決算説明資料」19 ページにおいて移行予定が示さ






　初度適用の注記は、平成 25（2013）年 3 月期決算短信 25－32 ページに詳しく示されている。




図表 16　マネックスグループの IFRS 初度適用における資本の調整における移行の影響額
 （単位：百万円）
IFRS 移行日
（2011 年 4 月 1 日）
前連結会計年度末
（2012 年 3 月 31 日）
資本金 ─ ─
資本剰余金 △ 72 △ 72
利益剰余金 1,842 1,448
その他の資本の構成要素 1,209 1,979





2012 年 3 月 31 日時点で 1,295 百万円増加している。当期利益は、2012 年 3 月期に 1,092 百万円
増加している。のれんの非償却等の個別の影響額は開示されていない。②の企業結合の取引費用
について、2010 年 12 月 27 日以降の企業結合で発生した取引費用は、IFRS に従って、取得対価




2012 年 3 月 31 日時点で 457 百万円減少している。当期利益は 2012 年 3 月期に 457 百万円減少
している。④の税務上ののれんについて、利益剰余金が、2011 年 4 月 1 日時点で 412 百万円、
2012 年 3 月 31 日時点で 385 百万円減少している。当期利益は 27 百万円増加している。
　非上場の持分金融商品について、日本基準では取得原価で測定していたものを原則、IFRS で
は公正価値で測定したことにより、その他の資本の構成要素が、2011 年 4 月 1 日時点で 1,121 百




金は、2011 年 4 月 1 日時点で 1,254 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 1,130 百万円増加している。
当期利益は、2012 年 3 月期に 124 百万円減少している。
　有形固定資産について、減価償却方法を主に定率法から定額法に変更したため、利益剰余金は、
2011 年 4 月 1 日時点で 197 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 228 百万円増加している。当期利益
跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 17 号　2014
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は、2012 年 3 月期に 31 百万円増加している。
　繰延税金資産について、IFRS では、未使用の税務上の欠損金および将来減損一時差異のうち、
将来課税所得に対して利用できる可能性が高いと経営陣が判断した税務便益にあたるものを繰延
税金資産としているため、利益剰余金が、2011 年 4 月 1 日時点で 954 百万円、2012 年 3 月 31 日


















に与える影響については、6 月提出の 2013 年 3 月期決算短信でも示されている。2013 年 3 月期
有価証券報告書における注記は、充実している印象である。移行日 2011 年 4 月 1 日時点と、直
近の日本基準の連結財務諸表作成日の 2012 年 3 月 31 日時点の資本の調整は、次の図表 17 のと
おりである。









持分法の適用範囲 5,707 8,320 3,440
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みなし原価 △ 3,675 △ 3,631 △ 1,284
資本取引の費用 5,639 5,641 5,642
在外営業活動体の換算差額 △ 154,671 △ 153,529 △ 151,514
のれん △ 5,492 2,228 5,976
その他 △ 12,009 △ 11,208 △ 7,695
合　計 △ 165,501 △ 152,179 △ 145,435
　持分法の適用範囲について、IFRS では、重要な影響力の有無が議決権比率等に縛られずに判
断されるため、持分法の適用対象となる関連会社が増加した影響で、利益剰余金が 2011 年 4 月
1 日時点で 5,707 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 8,320 百万円、2013 年 3 月 31 日時点で 3,440
百万円増加している。より具体的な影響は、次の図表 18 のとおりである。









持分法で会計処理されている投資 8,017 10,627 5,124
その他の投資 △ 1,857 △ 1,877 △ 1,106
その他の資本の構成要素 △ 266 △ 273 △ 523
関連する税効果 △ 185 △ 155 △ 54
利益剰余金調整額 5,707 8,320 3,440
　みなし原価について、一部の投資不動産は、移行時点の公正価値 21,797 百万円をみなし原価
としており、日本基準における帳簿価額 24,862 百万円との差額が生じた結果、利益剰余金が
2011 年 4 月 1 日時点で 3,675 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 3,631 百万円、2013 年 3 月 31 日
時点で 1,284 百万円減少している。税効果や非支配持分の影響も含めた全体の影響は、次の図表
19 のとおりである。









投資不動産 △ 3,064 △ 3,097 △ 1,570
関連する税効果 △ 928 △ 851 △ 33
非支配持分 317 316 319
跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 17 号　2014
─　　─162
利益剰余金調整額 △ 3,675 △ 3,631 △ 1,284
　資本取引の費用について、IFRS では、自社の資本性金融商品の発行時または取得時の取引費
用は、純損益ではなく、資本剰余金から直接控除されるため、利益剰余金から資本剰余金に振り
替える結果、利益剰余金が 2011 年 4 月 1 日時点で 5,639 百万円、2012 年 3 月 31 日時点で 5,641
百万円、2013 年 3 月 31 日時点で 5,642 百万円増加している。
　在外営業活動体の換算差額について、移行日時点で換算差額累計額をゼロとみなすため、換算
差額累計額が含まれるその他の資本の構成要素からの振替によって、利益剰余金は 2011 年 4 月





らす）の影響によって、利益剰余金が変動しており、2011 年 4 月 1 日時点で 5,492 百万円減少、
2012 年 3 月 31 日時点で 2,228 百万円増加、2013 年 3 月 31 日時点で 5,976 百万円増加している。





　その他について、利益剰余金が 2011 年 4 月 1 日時点で 12,009 百万円、2012 年 3 月 31 日時点







払有給について 5 社、換算差額累計額について 5 社の開示があった。
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図表 20　初度適用 8 社の注記の状況




有形固定資産 ○ ○ ○ ○























換算差額累計額 ○ ○ ○ ○ ○
資本取引費用 ○ ○
企業結合の対価 ○ ○ ○
のれんの非償却 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
のれんの減損 ○ ○ ○ ○







税効果 ○ ○ ○ ○ ○ ○











　図表 21 では、初度適用年度末、前年度末、前々年度末の 3 期それぞれの総資産のれん比率が、
日本基準での数値と IFRS での数値に分けて示されている。この総資産のれん比率について、ど
の年度末も両基準で 10％を超えているのは 3 社（日本板硝子、JT、DeNA）、どの年度末も日本基
準で 5％を超えているのは 4 社（日本板硝子、JT、DeNA、SBI ホールディングス）である。
図表 21　IFRS 初度適用企業の総資産のれん比率
 （単位：％）
HOYA NSG JT DeNA アンリツ SBIH マネ G 双日
総資産のれん比率（前々
年度末・日本基準）
4.7 13.1 35.8 22.1 1.3 9.8 2.2 2.4
総資産のれん比率（前々
年度末・IFRS）
2.5 13.0 35.5 22.6 1.2 3.8 2.2 2.1
総資産のれん比率（前年
度末・日本基準）
0.9 12.4 32.1 21.3 0.0 7.4 3.4 2.1
総資産のれん比率（前年
度末・IFRS）
0.4 12.9 32.2 23.0 0.0 2.9 3.5 2.1
総資産のれん比率（初度
適用年度末・日本基準）





1.0 12.4 30.3 20.2 0.0 5.7 2.5 2.1
※ NSG は日本板硝子、JT は日本たばこ産業、SBIH は SBI ホールディングス、マネ G はマネックスグループ
 （各社開示資料より作成）
　なお、おおまかな影響を見るという目的からすれば、支配獲得後の追加取得（完全子会社化）

















HOYA NSG JT DeNA アンリツ SBIH マネ G 双日
純資産のれん比率（前々
年度末・日本基準）
8.3 51.1 80.5 34.0 3.1 27.6 11.3 14.5
純資産のれん比率（前々
年度末・IFRS）
4.4 61.4 80.3 35.2 3.6 14.9 10.8 12.2
純資産のれん比率（前年
度末・日本基準）
1.6 47.5 72.1 33.1 0.0 26.1 25.3 13.5
純資産のれん比率（前年
度末・IFRS）





N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A 10.4
純資産のれん比率（初度
適用年度末・IFRS）
1.5 61.6 64.7 31.9 0.0 39.5 21.5 11.1
※ NSG は日本板硝子、JT は日本たばこ産業、SBIH は SBI ホールディングス、マネ G はマネックスグループ
 （各社開示資料より作成）
　図表 22 では、初度適用年度末、前年度末、前々年度末の 3 期それぞれの純資産のれん比率が、
日本基準での数値と IFRS での数値に分けて示されている。この純資産のれん比率について、ど



















HOYA NSG JT DeNA アンリツ SBIH マネ G 双日
売 上 高 の れ ん 償 却 率
（前々年度・日本基準）





0.9 1.5 1.5 1.8 0.4 5.4 3.5 0.1
売上高のれん償却率（初
度適用年度・日本基準）
0.9 N/A N/A N/A N/A N/A N/A 0.1







　図表 24 では、初度適用年度、前年度、前々年度の 3 期それぞれの日本基準での営業利益のれ
ん償却比率が示されている。日本基準の数値を用いた営業利益のれん償却比率について、おおむ
ね10％前後以上であるのは、IFRS初度適用前々年度（2年前の年度）で5社（JT、アンリツ、SBIホー








HOYA NSG JT DeNA アンリツ SBIH マネ G 双日
営業利益のれん償却率
（前々年度・日本基準）
N/A N/A 32.9 0.3 9.2 88.3 13.4 13.7
営業利益のれん償却率
（前年度・日本基準）
6.5 58.7 27.7 4.1 2.5 104.1 46.2 8.6
営業利益のれん償却率
（初度適用年度・日本基準）
6.0 N/A N/A N/A N/A N/A N/A 14.3









　図表 25 では、初度適用年度、前年度、前々年度の 3 期それぞれの日本基準での当期純利益の
れん償却比率が示されている。日本基準の数値を用いた当期純利益のれん償却比率について、お







HOYA NSG JT DeNA アンリツ SBIH マネ G 双日
当期純利益のれん償却率
（前々年度・日本基準）
N/A N/A 70.4 0.5 20.9 174.0 31.9 32.2
当期純利益のれん償却率
（前年度・日本基準）
15.4 507.5 62.8 7.5 3.5 246.4 79.4 -152.9
当期純利益のれん償却率
（初度適用年度・日本基準）
10.2 N/A N/A N/A N/A N/A N/A 33.5














HOYA NSG JT DeNA アンリツ SBIH マネ G 双日
営業利益のれん減損損失
率（前年度・IFRS）
N/A N/A 0.0 N/A 9.0 12.2 N/A 0.0
営業利益のれん減損損失
率（初度適用年度・IFRS）
N/A 2.3 N/A N/A N/A 5.1 N/A 3.1
※ NSG は日本板硝子、JT は日本たばこ産業、SBIH は SBI ホールディングス、マネ G はマネックスグループ
 （各社開示資料より作成）
























HOYA NSG JT DeNA アンリツ SBIH マネ G 双日
税引前利益のれん減損損
失率（前年度・IFRS）
25.4 N/A 0.0 N/A 9.6 13.7 N/A 0.0
税引前利益のれん減損損失
率（初度適用年度・IFRS）
N/A -3.7 N/A N/A N/A 5.9 36.1 2.8




ら IFRS へ移行する企業の動機も見据えながら、期末決算に IFRS を適用した企業 8 社について、
IFRS の初度適用の注記の動向を見た。8 社中 7 社で見られた注記は、のれん（の非償却）に関す
るものであった。こののれん（の非償却）について、連結財務諸表における影響をおおづかみに
分析した。
　連結貸借対照表におけるのれんの影響について、総資産のれん比率では 10％以上が 3 社、純
資産のれん比率では10％以上が6社ほどあった。連結損益計算書におけるのれんの影響について、
売上高のれん償却比率では 5％以上が 1 社、営業利益のれん償却比率ではおおむね 10％前後以上
が計 6 社、当期純利益のれん償却比率ではおおむね 10％前後以上が計 7 社、営業利益のれん減
損損失比率ではおおむね 10％前後以上が 2 社、税引前のれん減損損失比率ではおおむね 10％前
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